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１ 地域まちづくり・地域経済 

「島松駅周辺整備事業の促進」 
回答 建設部 事業調整課 

予算額（令和 6年度） 219,225 千円（島松駅周辺再整備事業） 

島松駅東口駅前広場整備工事、島松駅沿線整備工事（バリアフリー化）を実施してまいります。 

 

「中小企業の振興」 
回答 経済部 商工労働課 

予算額（令和 6年度） 688 千円 

①商工総務費一般事務費      480 千円 

②起業支援・事業承継支援相談業務 208 千円 

中小企業振興基本条例の適正な運営を図り、令和 3 年度から 5 年間の計画期間である第２期恵庭

市中小企業振興基本計画に基づく各種事業について、進捗管理及び効果検証を行うとともに、起

業・事業承継等の個別相談業務を実施します。 

 

「商店街の活性化」 
回答 経済部 商工労働課 

予算額（令和 6年度） 1,608 千円 

①商店街振興対策補助金      608 千円 

②商店街活力再生促進事業補助金 1,000 千円 

市商店街連合会や各商店街が実施する、商店街の活性化のための事業及びイベントに対して補助

金を支給します。 

 

「企業誘致の推進」 
回答 経済部 商工労働課 

予算額（令和 6年度） 1,517 千円 

①企業誘致旅費            1,008 千円 

②恵庭工業団地パンフレット更新・増刷等 261 千円 

③工業団地ＷＥＢサイト管理業務委託費  121 千円 

④企業情報収集経費           127 千円 

本市への立地に興味を示す企業に対しては、ニーズに応じて売却可能な未操業用地の情報につい

て情報提供を行うとともに、売却意向を示していない所有者に対してもヒアリングや訪問等を通じ

た働きかけを継続して実施します。 

 

「雇用創出の強力な推進」 
回答 経済部 商工労働課 

予算額（令和 6年度） 4,087 千円 恵庭市人材確保計画推進関連事業費（各所管で人材確保に係

る事業費は各所管で予算措置済み） 

①就職促進事業費       3,758 千円 

②恵庭の企業見学バスツアー経費 329 千円 

－ 

 

「空き店舗対策」 
回答 経済部 商工労働課 

予算額（令和 6年度） 7,000 千円 

①起業支援補助金 7,000 千円 

市内において新たに開業する事業者に対し、家賃や店舗改修費などを補助します。 
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「空き家バンクの推進」 
回答 企画振興部 まちづくり拠点整備室 まちづくり推進課 

予算額 － 

市内不動産事業と連携し、空き家・空き地所有者情報の活用を通じて不動産流通を図る制度の構

築を進めます。 

 

「空き家解体の補助制度の創設」 
回答 企画振興部 まちづくり拠点整備室 まちづくり推進課 

予算額（令和 6年度） 5,050 千円（木造住宅耐震診断・耐震改修等助成事業） 

令和 6年度よりこれまでの耐震診断、耐震改修助成のほか、耐震性の無い住宅の除却費について

助成範囲を拡大し、更なる耐震化率向上を推進しています 

 

「活力ある農業、酪農の振興」 
回答 経済部 農政課 

予算額（令和 6年度） 335,724 千円【農林水産業費】 

・農業後継者対策費                 5,550 千円 

・農業者支援資金利子補給事業費            335 千円 

・農業振興対策事業費               51,943 千円 

・環境保全型農業直接支払交付金事業         5,502 千円 

・畜産振興事業費                  2,890 千円 

・畜産共進会事業費                  153 千円 

・営農用水施設管理事業費               690 千円 

・市営牧場管理事業費               18,704 千円 

・排水路管理費                   6,616 千円 

・内水排除施設管理費               31,258 千円 

・国営かんがい排水事業費              8,939 千円 

・多面的機能支払交付金事業費           103,941 千円 

・国営造成施設(揚水機場)管理事業         45,696 千円 

・(投資)農業活性化支援センター防水等改修事業費  29,918 千円 

・(投資)水利施設整備事業費            10,600 千円 

・(投資)道営水利施設等保全高度化事業費        200 千円 

・(投資)農業水路等長寿命化・防災減災事業     12,789 千円 

－ 
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「市街地近郊に「農業公園」の設置（農業振興、観光振興の観点から）」 
回答 経済部 花と緑・観光課 農政課 

予算額 － 

ルルマップ自然公園ふれらんどの市民農園では、指定管理者による農業機械の貸出しや生育相談

を実施しております。 

また、ハスカップやブルーベリーの収穫体験など、果樹を活用したレクリエーション機能も有し

ており、今後も継続して、当該公園を通して農業への理解や興味を持っていただいける事業を展開

して参ります。 

予算額（令和 6年度） 【農業振興対策費】予算額 51,943 千円の内、500 千円 

・農業振興イベント支援事業費補助金    500 千円【新規】 

消費者が身近に農業にふれあう機会として、農業者が実施する農作業体験や市民農園など既存の

資源や施設の活用を図り、農業への理解を深めることで農業振興の推進を図ります。 

また、市民と農業者の交流を図ることを目的として、既存施設を活用した農業振興イベントに対

する支援を行います。 

 

「防災対策の強化（地域防災計画等への住民「特に女性の視点」意見の反映、防災対策

の強化を図るための地域防災計画等の適切な見直し、防災情報伝達の強化、防災ラジオの

導入、冬場対策、収容避難所の整備、備蓄品整備の充実、感染症流行期における対策の強

化、防災リーダーの育成、地域防災マスターの活用、自主防災組織の早急な整備支援、学

校区単位での自主防災コミュ二ティの組織化と訓練の実施）」 
回答 総務部 基地・防災課 

予算額（令和 6年度） 22,480 千円  ※無線放送施設管理費、災害対策事業費 

・地域防災計画の見直しにあたっては、様々な機会で市民から意見をいただきながら進めており、

特に避難所運営マニュアルの作成や防災備蓄品の整備においては女性の視点が重要となることか

ら、女性団体等と協議・意見交換できる場を設け、女性の視点を地域防災計画等へ反映すべく努め

て参ります。 

・防災行政無線の更新において地域ＦＭ放送への緊急割込み機能を実装したことをはじめ、伝達手

段の多様化を図るなど防災情報を伝達するための環境整備に取り組んでおります。また、ＦＭ緊急

防災ラジオについては、町内会等による利用状況などの検証や意見を参考にしながら、今後の活用

等について検討を進めます。 

・厳冬期における地震災害を想定した災害対策本部訓練をＲ2 年度に実施しており、その検証結果や

新たな課題に対応しており、災害用物資備蓄計画の次期計画策定の際も、厳冬期対策や感染症対策

の面も考慮し計画策定を進めます。 

・自主防災組織活動への支援については、地域のニーズにあった助成の拡充を行い組織の設立を支

援するととともに、防災に係る様々な研修活動を通して自助・共助の取り組みを支援します。ま

た、地域で住民が主体となって避難所運営が行えるよう、地域ごとの「運営マニュアル」の策定に

向け、引き続き地域と積極的に連携しながら取り組みむとともに、地域性や地理的条件、ハザード

リスクなどに応じた防災訓練の実施についてもサポートしていきます。 
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「公共施設耐震化の促進及び非構造部材の耐震化の推進」 
回答１ 総務部財務室 管財・契約課 

予算額 － 

各施設において耐震改修を進めており、まだ改修を行っていない施設は市民会館のみとなってお

ります。市民会館について耐震化を進めていきます。 

 
回答２ 教育部 教育施設課 

予算額（令和 6年度） 180,478 千円 

防災機能、避難機能を高め、安心安全な施設に改修するため、3ヵ年で行う予定の市民会館耐震化

工事を、今年度、大ホールから順次行う予定です。 

 

「木造住宅の耐震化（耐震診断、耐震助成）の更なる促進」 
回答 企画振興部 まちづくり拠点整備室 まちづくり推進課 

予算額（令和 6年度） 5,050 千円（木造住宅耐震診断・耐震改修等助成事業） 

令和 6年度よりこれまでの耐震診断、耐震改修助成のほか、耐震性の無い住宅の除却費について

助成範囲を拡大し、更なる耐震化率向上を推進しています。 

 

「防犯対策の強化（警察署の誘致、交番の増設、防犯灯の増設、夜間防犯強化のため地

域との連携等）」 
回答 生活環境部 生活環境課 

予算額（令和 6年度） 646 千円 

・警察署誘致：警察署設置について道警本部への要望を継続して実施します。 

・交番の増設：H30.4 に恵庭駅前交番開設しています。 

・防犯灯増設：地域要望に基づき現地調査を行い、防犯灯の設置を進めていきます。 

・地域と連携：夜間の防犯強化のため、関係機関と情報共有や啓発等で連携するとともに警察及び

防犯協会等と合同での夜間パトロールを実施します。 

 

「交通安全対策の強化（自転車走行マナーの徹底、自転車用ヘルメット購入補助制度の

導入、歩行者の安全確保等）」 
回答 生活環境部 生活環境課 

予算額（令和 6年度） 3,982 千円 

・交通安全対策強化：4期 40 日交通安全運動期間における啓発及び交通安全教室等を開催します。 

・自転車走行マナーの徹底：自転車シミュレーターを用いた体験型啓発及び警察や学校と連携して

対策を図ることで、自転車マナーの向上を図ります。 

・自転車用ヘルメット購入補助制度の導入：自転車用ヘルメットの着用に関する他自治体の取組状

況などを調査・研究して参ります。 

・歩行者の安全確保：4期 40 日交通安全運動期間における啓発及び交通安全教室等を開催します。 

 

「除雪、排雪態勢の強化」 
回答 建設部 管理課 

予算額（令和 6年度） 489,038 千円 

運搬排雪・交差点排雪について通学路やバス路線など路線の優先度を定め、早期実施と強化を図

り、市内の道路交通確保に必要な除排雪を実施してまいります。 
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「間口除雪の更なる推進と屋根の雪下ろし等の実施、交差点排雪の強化」 
回答 建設部 管理課 

予算額（令和 6年度） 489,038 千円 

生活道路における間口の除雪については、各ご家庭で処理していただくようお願いしており、湿

った重たい雪など気象状況に応じて実施しています。 

 屋根の雪下ろしについては、各ご家庭での対応としています。 

 交差点排雪は、3車レーンや通学路交差点など優先箇所を定め、早期実施と強化を図り、市内の

道路交通の確保に努めてまいります。 

 

「市内交通体制の構築（市内「温泉施設等、工業団地含む」交通網の整備、バス停の増

設、ルートの一部見直し、エコタク対象地域の拡大、駅前駐車場の利便性の向上、駐輪場

の整備等）」 
回答 生活環境部 生活環境課 

予算額（令和 6年度） 115,775 千円 

・市内交通網の整備：Ｈ30 年度の路線再編における実証運行の利用状況を踏まえ、H31 年 4 月から

乗継券、65 歳以上の割引定期券等を導入し、コンパクトシティに対応した公共交通として本格運行

を実施します。 

・エコバス：地域公共交通計画を策定したため、当該計画に則りルートやダイヤの検証を実施中で

す。 

なお、工業団地については、平成３０年度にアンケート及び検証を行った結果、利用が見込まれず

費用対効果が合わないことから、見送ることとしています。 

・エコタク：エコバス路線変更など交通空白地域に変更があった場合、対応を行います。 

予算額 － 

・市営駐車場：全ての市営駐車場で導入している 1 日上限 500 円を継続し、令和 6年 7月 1 日より

指定管理者制度導入。 

予算額 － 

・駐輪場の長期駐輪や放置自転車に対する適正な管理及び盗難防止に係る啓発等を実施し、令和 6

年 7月 1 日より指定管理者制度導入。 

 

「少子高齢化に伴う住宅住み替え制度の構築」 
回答 企画振興部 まちづくり拠点整備室 まちづくり推進課 

予算額（令和 6年度） 22,977 千円（移住促進事業費） 

マイホームの活用や処分に関するセミナーを開催し、市内の不動産流通に資することを目的とし

ています。 

 

「市営住宅の建設計画の早期実施、建設にはＰＦＩ等も活用」 
回答 企画振興部 まちづくり拠点整備室 まちづくり整備課 

予算額（令和 6年度） 320,976 千円（恵央団地民間活力建設事業費） 

恵央団地建替を PFI 事業として進めており、令和 6 年度に着工、令和 7 年度中の完成を予定して

います。 

 

「市営住宅の民間の借り上げ制度の推進」 
回答 建設部 市営住宅課 

予算額（令和 6年度） 1,206 千円 

市営住宅の老朽化にともなう建替事業や今後の市営住宅団地の用途廃止などにおける既存入居者

の移転先の確保のため、民間賃貸住宅の活用に向け令和 4 年度に既存借上型市営住宅制度を見直し

ており、制度を活用した移転先の確保に努めてまいります。 
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「市営住宅の管理の改善、整備の促進及び入居のあり方の改善」 
回答 建設部 市営住宅課 

予算額（令和 6年度） 15,069 千円（修繕料） 

市営住宅の管理については、公営住宅法及び市営住宅条例に基づき適正に実施しており、必要に

応じた計画的な大規模改修や適正な維持管理に努めております。 

 また、新規募集住戸の修繕予算を確保し、住生活基本計画及び公営住宅等長寿命化計画に定め

る戸数の確保に向け計画的に修繕を行い、入居募集に努めてまいります。 

 

「公園等の整備（安全対策、施設管理の強化、遊具増設、ドックランの増設等）」 
回答 建設部 公園緑地課 

予算額（令和 6年度） 519,102 千円 

予算区分 公園指定管理              163,059 千円 

公園施設長寿命化            133,845 千円 

バリアフリー特定施設（公園）整備事業費 41,481 千円 

公園照明灯更新事業費          45,309 千円 

街区公園再整備事業費          99,686 千円 

生活環境改善要望（公園施設）事業費   35,722 千円 

公園等の整備（安全対策、施設管理の強化）につきましては、指定管理業務における維持管理の

適正な実施を推進するとともに、公園施設長寿命化事業費による遊具や外柵の更新、バリアフリー

特定施設（公園）整備事業費による園路などのバリアフリー化の推進、公園照明灯更新事業費によ

る公園照明灯灯柱の更新、街区公園再整備事業による街区公園のリニューアルなどを実施してまい

ります。 

公園等の整備（遊具の増設）につきましては、街区公園再整備事業におけるはるにれ公園や西島

松 1 号緑地への遊具新設を実施してまいります。 

公園等の整備（ドッグランの増設）につきましては、令和 5年度に引き続き既存のあやめ緑地ド

ッグランの施設改善に努めてまいります。 

 

「自衛隊の体制強化を推進」 
回答 総務部 基地・防災課 

予算額（令和 6年度） 959 千円  ※要望活動（体制強化）に係る職員旅費等 

道内の各基地や駐屯地等の役割・環境については、防衛力整備計画で高く評価されており、安全

保障関連３文書を踏まえた部隊編成などの動向を注視しつつ、今後も市内３個駐屯地の体制強化と

ともに施設や人員等の充実について、連携しながら引き続き国に対し要望活動を実施します。 

 

「砲撃音による住宅防音工事の対象区域の拡大を関係機関に要望」 
回答 総務部 基地・防災課 

予算額（令和 6年度） 959 千円  ※要望活動（基地対策）に係る職員旅費等 

砲撃音に対する住宅防音工事については、令和元年度から国の予算が大幅に増額され、待機世帯

の早期解消が着実に進められており、今後も、商工会議所や個人防音施工協会と連携し、国に対し

て予算の確保を強く要望していきます。 

また、引き続き指定区域以外の地域における北海道防衛局による騒音測定調査の継続を要望し、

指定区域の拡大に向け、取り組んで参ります。 

 

「花のまちづくりの推進（市民活動への支援等）」 
回答 経済部 花と緑・観光課 

予算額（令和 6年度） 1,050 千円（花苗に対する補助金） 

道路や河川等に植栽を実施している町内会、商店会団体及び学校に対し、花苗代金に対する補助

金を交付し、花のまち並みづくりを推進しています。また、「花いっぱい文化協会」や「花のまち

づくり推進会議」等、団体との協働による花植えやイベント実施により「花のまちづくり」を推進

しています。 
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「期日前投票所の拡大（駅、商業施設、移動式期日前投票所等）」 
回答 選挙管理委員会 事務局 

予算額 － 

R３年度の衆議院総選挙から恵み野里美にあるショッピングモール「フレスポ恵み野」の施設内に

新たな期日前投票所を開設し対応しております。今後も投票機会のより一層の向上及び投票率アッ

プを目指し、引き続き、期日前投票所の在り方も含め開設場所や実施方法について調査研究して参

ります。 

※令和６年度は選挙執行の予定はありません。 

 

「奨学金返済一部補助制度（企業等との連携による）の創設」 
回答１ 企画振興部 企画課 

予算額 － 

国や他の自治体の動向を注視し、効果的なものであるか十分に調査検討を重ねて参ります。 

回答２ 経済部 商工労働課 

予算額 － 

国や他の自治体の動向を注視し、効果的なものであるか十分に調査検討を重ねて参ります。 

 

「運転免許自主返納（特に高齢者）促進の取り組み（特典等）の充実」 
回答 生活環境部 生活環境課 

予算額（令和 6年度） 180 千円 

・運転免許証を自主返納しやすい環境の整備として、千歳警察署と連携し、市内で運転免許証の自

主返納手続きが出来る臨時窓口を継続して設置します。 

・地域公共交通の利用者拡大の為、運転免許証を自主返納した方に対しエコバス・エコタク共通回

数券を交付する地域公共交通利用促進事業を継続して実施します。 

 

「公共空間防犯カメラ設置補助金事業の促進」 
回答 生活環境部 生活環境課 

予算額（令和 6年度） 960 千円 

地域における防犯活動を補完し、安全で安心なまちづくりに向けた地域の自主的な取り組みを支

援するため、町内会などが設置する防犯カメラ設置費用の一部を補助し、設置先や町内会での協議

を支援します。 

 

「街路樹等の適切な管理（伐採等）の強化」 
回答 建設部 公園緑地課 

予算額（令和 6年度） 35,878 千円 

街路樹の再生指針に基づく計画的な剪定・伐採等を実施してまいります。 

具体的には、10 路線（約 1,400 本）の剪定や 1 路線（約 100 本）の除伐などを実施してまいりま

す。 

 

「SDGｓ推進への取り組みの強化」 
回答 企画振興部 企画課 

予算額（令和 6年度） 7,598 千円（次期総合計画策定事業費） 

第 5 期恵庭市総合計画後期基本計画における実施計画の推進、令和 6年度から策定作業を行う次

期（第 6 期）恵庭市総合計画での位置づけの整理、及び国や他自治体等の情報収集により、SDGｓの

推進に取り組みます。 
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２ 健康・スポーツ、福祉のまちづくり 
「介護施設の充実（老人福祉施設等）」 

回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額 － 

第 9 期介護保険事業実施計画期間中（R6～8年度）に、認知症対応型グループホーム 2 カ所、小規

模多機能型居宅介護事業所と特定施設入居者生活介護所をそれぞれ 1施設ずつ整備します。 

R6 年度については、認知症グループホーム、小規模多機能型居宅介護、特定施設入居者生活介護

の指定事業者の公募を行います。 

 

「介護予防の充実促進」 
回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額 － 

各種市介護予防事業の他、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、生活支援コーディネ

ーターの業務を推進し、地域の介護予防活動の充実を図って参ります。 

また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組により、さらに介護予防の推進を図りま

す。 

 

「温泉、銭湯を活用した介護予防施策の更なる推進（高齢者健康増進事業の課題改善、

高齢者健康教育事業の充実）」 
回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額（令和 6年度） 15,642 千円 

温泉、銭湯を活用した介護予防については、ひきつづき高齢者健康増進券事業において入浴施設

を対象とすることで取組んで参ります。 

 

「自殺予防、うつ病対策の強化（心療内科体制の構築、相談体制の充実、「こころの体

温計」の導入、ゲートキーパーの人材育成）」 
回答 保健福祉部 保健課 

予算額（令和 6年度） 259 千円 

①普及啓発の実施：ゲートキーパー養成講座の開催 

・こころの健康づくり･自殺予防講演会の開催 

・自殺対策強化月間(毎年 9 月と 3月）に市内を巡回しパネル展（地区会館、JR 駅、図書館のコ

ーナー展示） 

・出前講座（健康教育）の実施  

・HP でのこころの健康に関する周知啓発 

②相談の実施：・来所や電話、家庭訪問による精神保健福祉相談および引きこもり相談の実施 

・保健所こころの健康相談、精神科医療等専門機関との連携 

③関係部署・機関との連携： 

・恵庭市自殺対策庁内推進会議および恵庭市自殺対策ネットワーク会議の運営 

 

「ひきこもり支援の強化（専門家による相談体制の充実、就労支援の充実）」 

回答 保健福祉部 保健課 

予算額 上記（自殺予防、うつ病対策の強化（心療内科体制の構築、相談体制の充

実、「こころの体温計」の導入、ゲートキーパーの人材育成）に含む。 

平成３０年度より、ひきこもり相談窓口を保健課内に設置し、本人や家族からの相談に応じ、情

報の提供や個々の状況に応じた支援を行っています。 

国の示す、ひきこもり支援施策の推進に向けた支援体制の構築に向けて、医療、福祉、教育、就

労など関係機関との重層的相談支援体制構築の検討の中で、支援の充実・強化を図っていきます。 
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「音響信号機の増設を関係機関へ要望」 
回答 生活環境部 生活環境課 

予算額 － 

地域要望を踏まえ必要に応じて千歳警察署を通じ道警本部へ要望します。 

 

「活字読み上げ装置用の SP コード付文書の充実」 
回答 保健福祉部 障がい福祉課 

予算額 － 

庁内パソコンに SPコード作成ソフトを導入し、公文書等への SPコード付与を促進していきま

す。作成ソフトの無償ライセンスを取得し、対応済みです。 

 

「要約筆記者の養成増員、手話通訳士の養成増員」 
回答 保健福祉部 障がい福祉課 

予算額（令和 6年度） 246 千円（手話要約筆記奉仕員養成研修事業費 246 千円） 

予算区分 手話通訳者の養成経費 216 千円 

要約筆記者の養成経費  30 千円 

－ 

 

「在宅高齢者等配食サービス事業の拡大」 
回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額（令和 6年度） 5,661 千円 

利用者のニーズの多様化を受け、令和元年度以降、事業者の選択制を導入し、サービス向上を図

っております。 

 

「高齢者ボランティアポイント制度の更なる充実」 
回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額（令和 6年度） 6,455 千円 

ボランティア自身の生きがいづくりや、地域での支え合いを充実するため、登録者や活動者数が

増加するよう取組を行っています。 

 

「地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築及び認知症サポーターの活動の充実

（医療と介護の連携、認知症カフェの設置、介護予防の強化、多様な生活支援等）」 
回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額（令和 6年度） 在宅医療･介護連携推進  16,170 千円 

認知症総合支援事業   17,662 千円 

生活支援体制整備事業  25,362 千円 

当市では、在宅医療･介護連携支援センター、認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員

を配置し、認知症サポート会、地域包括支援センター等と連携して認知症サポーター養成講座の実

施や認知症カフェの運営支援を行っております。 

また、第 1層および第 2層生活支援コーディネーターを配置し、地域ニーズの把握に努めた結

果、新たな生活支援として、有償サービス事業の立ち上げや、民間企業による移動販売車の導入に

つながりました。 

 

「介護人材確保の取り組みの強化」 
回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額 － 

恵庭市人材確保計画に基づき、若年層や健康高齢者など多様な世代に向けた福祉の理解促進を進

め、介護業界への就労意欲の向上を図っています。 

また、北海道や関係団体が実施している人材研修や職業紹介の場の情報提供を行っています。 
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「高齢者、障がい者の交通安全の強化」 
回答 生活環境部 生活環境課 

予算額（令和 6年度） 3,982 千円 

・高齢者：町内会及び老人クラブを対象とした交通安全教室の開催及びドライブシミュレーターを

活用した安全運転教室を開催します。 

・障がい者：障がい者支援施設の通所者を対象に啓発活動を実施します。 

 

「障がい者の就労支援及び居場所づくりの推進（農福連携の強化等）」 
回答 保健福祉部 障がい福祉課 

予算額（令和 6年度） 560,639 千円 

予算区分 ・福祉的就労に関する支援・居場所づくり 

地域活動支援センター事業費   8,193 千円 

・就労支援に係る自立支援給付費 552,327 千円 

就労移行支援          11,854 千円 

就労継続支援 A型       124,010 千円 

就労継続支援 B型       415,899 千円 

就労定着支援           564 千円 

e ふらっとに運営委託において、就労支援コーディネーターを配置（1

名） 

・障がい者就労支援事業費      119 千円 

－ 

 

「障がい者の相談体制の強化」 
回答 保健福祉部 障がい福祉課 

予算額（令和 6年度） 31,877 千円（総合相談支援センター運営費 31,877 千円） 

社会福祉士や精神保健福祉士などの専門的職員を配置した「障がい者総合相談支援センター(e ふ

らっと）」を設置し、地域における障がい者支援ネットワークである「障がい者地域自立支援協議

会」の運営とあわせた総合的な相談体制を充実していきます。 

 

「虐待相談体制の充実強化」 
回答１ 保健福祉部 介護福祉課 障がい福祉課 

予算額（令和 6年度） 障がい福祉課 35 千円 

介護福祉課 1,949 千円 

高齢者、障がい者、児童虐待防止に係る普及啓発及び地域ネットワーク構築に取組むとともに、

虐待通告や相談に応じ、被虐待児・者の支援を迅速に実施します。 

①普及啓発 

②相談体制の充実 

③緊急一時避難場所の確保 

④関係機関・施設との連携 

 
回答２ 子ども未来部 えにわっこ応援センター 

予算額（令和 6年度） 6,524 千円 児童相談関係分 家庭児童相談員人件費（職員費分）含む 

えにわっこ応援センターでは、児童虐待防止の普及啓発及び地域のネットワーク構築に、取り組

むとともに、虐待相談や通告に迅速に対応し、児童相談所や保育園、小中学校など関係機関と連携

し、被虐待児や家庭への支援を実施します。 
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「介助犬への支援」 
回答 保健福祉部 障がい福祉課 

予算額 － 

市内の商業者に対し、商工会議所を通じてリーフレットを配布し、補助犬の啓発を行っていま

す。 

また、小動物獣医師会が行っている補助犬の医療費等助成制度の周知など、継続した広報・啓発

を実施していきます。 

 

「各種検診等の促進（特定健診受診特典制度の導入、若者の検診等）及び胃がん検診の

充実（ピロリ菌リスク検診の導入）」 
回答 保健福祉部 保健課 国保医療課 

予算額 － 

特定検診受診特典制度の導入については、国保における受診率向上にどのようなことができるの

か他市事例を参考に調査研究して参りたい。                                                         

また、厚労省の「がん検診のあり方に関する検討会」で胃がん検診についてピロリ菌リスク検診の

扱いについても検討されているところであり、今後もその動向を注視して参ります。 

 

「地域包括支援センターの充実」 
回答 保健福祉部 介護福祉課 

予算額（令和 6年度） 91,986 千円 

当市では地域包括支援センターを 4圏域に設置し、各包括には保健師、社会福祉士、および主任

ケアマネの 3 職種の他に、介護予防プランを作成するプランナーの複数配置を行うなどの見直しを

行い、体制整備を進めています。 

これにより、総合相談、介護予防ケアマネジメント、包括的支援事業および高齢者の権利擁護事

業の推進に努めております。 

 

「子ども発達支援センターの充実（相談支援の強化）」 
回答 子ども未来部 子ども発達支援センター 

予算額 － 

相談支援ファイル｢すくすくサポートファイル｣及び発達障がいに対する理解を深めるための啓発

冊子(パンフレット)｢子どもの成長ハンドブック｣の配布については完了しました。 

ペアレントメンターによる相談については継続して実施します。 

 

「生活困窮者への支援強化」 
回答 保健福祉部 福祉課 

予算額（令和 6年度） 17,064 千円 

・生活困窮者からの相談を受け、困窮者の抱えている課題を整理し、それに応じた支援が継続的に

行われるよう自立支援を行います。 

・離職等により住宅を失った又はそのおそれのある生活困窮者であって、所得や預貯金が一定水準

以下等の者に対して住居確保給付金による支援を行います。 

・令和６年度より生活困窮者自立支援事業の任意事業である「就労準備支援事業」及び「家計改善

支援事業」を実施し支援を行っていきます。 

・重層的支援体制整備の実施を見据えた、重層的支援体制整備の移行準備事業を本年度より実施

し、断らない支援を目指した支援機関の連携強化を図ります。 
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「生活保護受給者の自立促進と社会参加の推進」 
回答 保健福祉部 福祉課 

予算額（令和 6年度） 3,703 千円 

・自立支援として、引き続き就労支援員を配置し、受給者からの就労に関する相談や面接指導及び

千歳ハローワークとの連携の下、受給者の就労と、就労による自立を支援します。 

・社会参加活動の推進として、社会福祉協議会の「ボランティアセンター事業」やシルバー人材セ

ンター、町内会活動へのなど、受給者の居場所づくりの場として社会参加への働きかけを実施して

いきます。 

 

「女性のデジタル人材の育成と就労支援の充実」 
回答１ 総務部 総務課 

予算額 － 

「市デジタル化推進計画」の個別実施計画に基づき、国の男女共同参画会議策定の「女性デジタ

ル人材育成プラン」」に位置付けられている関連施策や他自治体の取組などを参考にを踏まえなが

ら、市の施策について調査研究して参ります。 

 
回答２ 経済部 商工労働課 

予算額 － 

恵庭市人材確保計画において、「人材育成の推進」・「多様な働き手の確保」と性別を問わず、

人材育成の推進に努めることとなっていることから、計画の着実な推進に向けた取り組みを進めま

す。 

 

「障がい者（児）のスポーツの普及、啓発」 
回答 保健福祉部 健康スポーツ課 

予算額（令和 6年度） 1,000 千円 

「えにわ健康・スポーツフェスティバル」において、障がい者が参加できる競技を選定していく

とともに、関係団体との連携による事業を推進して参ります。 

 

「難聴児の補聴器購入費用の助成拡充（片耳、FM 型受信機）」 
回答 保健福祉部 障がい福祉課 

予算額（令和 6年度） 219 千円 

制度については、地域づくり総合交付金を活用して実施していることから、道で示す基準に準拠

しており、制度の拡充については現在のところ予定しておりません。 

今後、全道各市の状況等を参考にしながら調査研究して参ります。 

 

「帯状疱疹予防接種費用の助成制度の導入」 
回答 保健福祉部 保健課 

予算額 － 

現在、厚生労働省の厚生科学審議会（予防接種・ワクチン分科会）において、新たに帯状疱疹の

予防接種が定期接種化に向けて協議・検討中であることから、引き続き国の動向に注視して参りま

す。 

 

「アピアランスケア助成事業の導入」 
回答 保健福祉部 保健課 

予算額 － 

アピアランスケアについては、今般、第４期北海道がん対策推進計画に盛り込まれた内容に基づ

き、医療機関や関係団体と連携し、適切な情報提供に努めて参ります。助成事業につきましては、

近隣市町村の導入状況等注視しながら調査・研究を進めて参ります。 
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「屋内体育施設料金の見直し（利用者負担の軽減）」 
回答 保健福祉部 健康スポーツ課 

予算額 － 

令和元年 10 月に消費税率改定に伴う一部料金（営利目的利用）の改定を行い、それ以外の使用料

については料金を据え置くこととしており、現時点では使用料を変更する予定はありませんが、利

用者の負担軽減策として引き続き「無料開放日」を実施するほか、R6 年度よりトレーニング室の市

民料金割引を実施するなど、利用者増に向けた取組みについて推進して参ります。 

 

「通年型スポーツ施設整備の推進」 
回答 保健福祉部 健康スポーツ課 

予算額（令和 6年度） 101 千円 

通年型屋外施設については、市の財政的負担の少ない民間活力による整備を前提に、民間事業者

との意見交換や先進事例の情報収集に努めておりますが、近年、新型コロナの影響や社会・経済情

勢から、民活業界内の動きを注視している状況が続いており、今後の本市施設整備の方向性や在り

方等も含めた検討を改めて行う必要があると考えております。つきましては、次期計画の策定時に

おいてあらためて検討を進めて参ります。 

 

「冬期間の運動する場の確保」 
回答 保健福祉部 健康スポーツ課 

予算額（令和 6年度） 755 千円 

歩くことを通したまちづくり事業において、市民が冬期間、安全安心かつ気軽に歩くことができ

る場所として「花の拠点はなふる内円周」、「恵庭ふるさと公園外周」、「えにあすから総合体育

館まで」の 3 コースを、冬のウォーキングコースとして設定しております。 

今後におきましても、安全性に配慮した新たなコース設定や整備について検討して参ります。 

 

「ヤングケアラー及びケアラー支援のための条例の制定」 
回答 保健福祉部 福祉課 

予算額（令和 6年度） 2,344 千円 

ケアラー支援条例及びケアラー支援推進計画を策定します。 

市内小中高校生対象に普及啓発講演会を開催します。 
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３ 子育てのまちづくり（特に母と子が安心の） 

 
「安心して子育てできるまち（小児医療の充実、産科の誘致、救急医療の充実）」 

回答１ 子ども未来部 えにわっこ応援センター 

予算額 － 

産科については、市内に対応可能な医療機関はないことから、近隣市との連携を図るなど方策を

探るとともに、誘致についても情報収集を行って参ります。 

 
回答２ 保健福祉部 保健課 

予算額（令和 6年度） 74,079 千円 

・小児救急医療体制、特に夜間、休日・土曜日の初期救急医療体制の充実については、平成 23 年 5

月から夜間急病診療所を「内科・小児科系診療」、在宅医療機関を「外科診療」に特化した体制を

構築して診療空白日を解消しており、市医師会と連携しながら診療空白日の生じない体制づくりを

継続して進めています。また、これまで市立千歳市民病院で行っていた小児科一次救急について

は、小児科医師の減員等により令和元年 7月 1 日以降救急診療が中止となっていますが、土曜、日

曜に診療を行う小児科が千歳市内に新規開設されるなど、小児医療体制の充実も図られており、今

後も連携・協力のもと充実に向けて取り組んでいきます。 

・小児の二次救急医療機関との連携については、近隣市（千歳市民病院）への転送等が行われてお

り、平成 24 年 8 月には江別市立病院との転送受入れも確認されたことから、円滑な連携体制に向け

図り進めています。 

・平成 27 年度に開院した民間医療機関では、土・日（9:00～17:00）に診療しており、より救急医

療の充実が図られています。 

・産科については、市内に対応可能な医療機関はないことから、近隣市との連携を図るなど方策を

探るとともに、誘致についても情報収集を行って参ります。市内または近隣市の医療資源で対応困

難な二次・三次救急医療を必要とする場合は、主に札幌市内の二次医療圏への搬送となっているこ

とから、今後とも連携を図りながら取り進めることとします。 

 

「安心して子育てできるまち（待機児童の解消、時間拡大、病児病後児保育等）」 
回答 子ども未来部 子ども政策課 幼児保育課 

予算額（令和 6年度） 2,452,068 千円【幼児保育課】 

安定した園運営のための給付事業を実施し、併せて保育士人材確保事業を

実施することにより、待機児童の発生を未然に防ぎます。 

施設型給付（私立保育所/認定こども園・１号認定含む） 2,384,293 千円 

保育所広域入所                     19,483 千円 

保育士人材確保事業                   48,642 千円 

予算額（令和 6年度） 271 千円【子ども政策課】 

病児病後児保育については、ファミリー・サポート事業の病児・病後児緊急預かり事業で対応

し、利用料助成を行い、負担軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 
 

 

「安心して子育てできるまち（障がい児保育の充実、認定こども園等への支援）」 
回答 子ども未来部 幼児保育課 

予算額（令和 6年度） 94,293 千円 

・私立幼稚園等特別支援教育補助金（1号認定）） 26,834 千円 

・特別支援児童保育補助金（2・3号認定）     62,179 千円 

・幼稚園型一時預かり事業補助金（特別支援児童分） 5,280 千円 

特別な支援が必要な児童に対する幼児教育の充実及び保護者の負担軽減を図るため、特別な支援を

実施している幼稚園・保育園・認定こども園に対し、加配職員の人件費相当を補助し、教育の充実

を図る。 

 

「安心して子育てできるまち（５歳児検診等の導入）」 
回答 子ども未来部 えにわっこ応援センター 

予算額（令和 6年度） 103 千円 

3 歳児健診以降の子どもの発達に不安を持つ保護者に対し、安心して相談できる機会とするととも

に、発達障害など子どもの特性を早期に発見し、就学前までに必要な支援に繋ぎ、円滑な就学移行

を目指すことを目的に 5歳児相談を実施します。 

5 歳児健診の導入に関しては、小児科専門医の確保などが課題であり、引き続き検討します。 

 

「安心して子育てできるまち（子ども食堂への支援充実）」 
回答 子ども未来部 えにわっこ応援センター 

予算額（令和 6年度） 8,000 千円（1,600 千円×5 か所） 

生活上の課題を抱える子どもたちの生活の向上をはかるため、ＮＰＯ法人に委託し、市内 5 か所

で学習支援や食事提供等を行う居場所づくりを実施します。 

 

「フードバンク制度の導入」 
回答１ 生活環境部 ゼロカーボン推進室 廃棄物管理課 

予算額 － 

関係団体等が行っているフードバンク・フードドライブ活動と連携し、ホームページで啓発を実

施します。 

 

「幼児教育支援の強化（幼稚園への支援の強化、適切な保育環境の充実）」 
回答 子ども未来部 幼児保育課 

予算額（令和 6年度） 2,446,350 千円 

・市内幼稚園は全て認定こども園に移行済みです。 

・認定こども園での 1 号認定児童対象の幼稚園型一時預かり事業を継続

し、園に補助します。（幼稚園型一時預かり事業 62,057 千円） 

・適切な保育環境充実のため、施設型給付事業を継続し、園に負担金とし

て支出します。（私立保育所/認定こども園・１号認定含む 2,384,293 千

円） 

－ 

 

「ひとり親家庭の支援の充実」 
回答 子ども未来部 えにわっこ応援センター 

予算額（令和 6年度） 324,494 千円 

高等職業訓練促進給付金事業、自立支援教育訓練給付金事業、高等学校卒業程度認定試験合格支

援、日常生活支援事業、児童扶養手当、遺児手当、母子父子寡婦福祉資金貸付、JR定期助成、母子

父子自立支援員による相談支援、子どもの生活・学習支援を継続して実施します。 

 

 



16 
 

 

「小児医療費の無料化または助成制度の拡大」 
回答 保健福祉部 国保医療課 

予算額（令和 6年度） 183,300 千円 

令和 4年 4月診療分から、通院に係る医療費助成を小学 6 年生まで拡大済みです。 

他の子ども施策や財源など、様々な状況を総合的に判断して参ります。 

 

「産後ケアの充実（宿泊型）」 
回答 子ども未来部 えにわっこ応援センター 

予算額（令和 6年度） 4,664 千円 

産後に家族のサポートが十分に受けられず、母の心身の不調や育児不安のある産婦とその乳児

（生後 5 か月未満）に対して、助産所での宿泊型のサポートを 3か所の助産所（札幌・江別市内）

に委託し実施します。 

産婦のニーズに応じ、利用しやすい事業とするため、令和 6年度から「日帰り型」と「訪問型」

の産後ケア事業を新たに実施します。 

 

「子どもの居場所づくりの推進」 
回答 子ども未来部 子ども政策課 

予算額（令和 6年度） 433,631 千円 

（学童クラブ運営費・松恵子どもクラブ事業費・子どもひろば事業費・子

育て支援センター事業費・恵み野子どもの集う場所運営事業費・若草地区

放課後子供教室事業費・長期休み学童クラブ預かり事業費） 

「恵庭市子どもの居場所づくりプラン」及び「子どもの集う場所地区別整備計画」に基づき、計

画的に事業の推進を図ります。 

 

「えにわっこサポートカード事業の充実」 
回答 子ども未来部 子ども政策課 

予算額（令和 6年度） 33 千円 

えにわっこサポート事業協賛店の加盟店を拡大し、子育て世帯の利用促進を図ります。 

加盟店の協賛内容については、R5年度からパンフレットを廃止し、子育て応援隊 HPへの掲載に切

り替え、幅広い世代への周知と内容の充実を図ります。 
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４ 教育・文化のまちづくり 

 
「少人数学級の推進、学力向上対策の強化」 

回答 教育部 教育総務課 

予算額（令和 6年度） 12,567 千円 

少人数学級の推進については、国や道の取組として、小学校１年生・２年生、中学校１年生で３

５人学級を実施してきたが、令和３年度より小学校で段階的に拡大されており、令和６年度は道教

委において小学校６年生まで３５人学級を実施しています。 

学力向上対策の強化については、学力・体力向上推進委員会の中で、様々な提案や助言をいただ

くほか、例年実施している標準学力検査を全小中学校で、英検 IBA を全中学校で実施します。 

 

「幼、小、中の教育の連携強化」 
回答１ 子ども未来部 幼児保育課 

予算額 － 

平成 29 年度より各幼稚園、認定こども園、保育所等への施設型給付費の小学校接続加算の小学校

との連携について実施内容を明確にし、連携を強化します。 

また、特別支援教育推進委員会により行われている連携会議のほか、各地域で既に行われている

個別連携をさらに強化するため、恵庭市教員委員会と連携して平成 27 年度から行っている「地域別

の連携協力先通知」を引き続き実施し、幼・保・小連携の促進を図ります。 

 
回答２ 教育部 教育総務課 

予算額 － 

各小学校を連携協力先として、小学校区内にある保育・幼稚園施設に対して周知しています。 

また、小中の連携については、恵庭市小中連携教育推進委員会において中学校区を中心としたプ

ロジェクトを組織し、連携の取組を実施しています。 

 
「外国語教育の推進（特に英語教育の充実）」 

回答 教育部 教育総務課 

予算額（令和 6年度） 23,954 千円 

外国人指導助手（ALT）の４名体制を維持するほか、英語教育地域人材の活用を図ります。 

 

「不登校、いじめ対策の強化、薬物乱用防止教育（特に危険ドラッグ）の強化、がん教

育の推進、SNS 等による相談体制の構築」 
回答 教育部 教育支援課 

予算額（令和 6年度） 3,433 千円 

教育支援センターの運営、自己防衛力向上事業を実施し、いじめ撲滅に取り組むと共に、薬物乱

用防止教育、がん教育については学校と連携して推進しています。 

 

「更なる「読書のまち」にふさわしい図書館施設のあり方の検討」 
回答 教育部 読書推進課 

予算額（令和 6年度） 8,495 千円 

老朽化した施設や設備については、整備内容や整備手法など様々な観点から検討を行い、劣化診

断調査を実施し、新たな図書館サービスや役割について考える機会として図書館シンポジウムを開

催します。 
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「「恵庭市人とまちを育む読書条例」に基づく施策の推進」 
回答 教育部 読書推進課 

予算額（令和 6年度） 159 千円 

条例制定記念事業として、まちじゅう図書館等事業を展開しています。 

 

「図書宅配サービス事業の利用促進及び利用負担の軽減」 
回答 教育部 読書推進課 

予算額 － 

利用促進のため、事業周知の徹底を図りながら利用者の要望など把握に努めます。 

 

「学校図書館の地域開放」 

回答 教育部 読書推進課 

予算額 － 

一部学校では、保護者などへ学校図書館開放を実施済。地域の意向、学校との調整を図りながら

継続実施します。 

 

「若者支援の強化」 
回答 子ども未来部 えにわっこ応援センター 

予算額 － 

令和元年度実施した子どもの生活実態調査結果を踏まえ、必要に応じて「子ども・若者支援ネッ

トワーク会議」を開催します。 

 

「カリンバ遺跡の整備の促進」 
回答 教育部 郷土資料館 

予算額（令和 6年度） 4,990 千円 

遺跡及び関連用地の維持管理、各種啓発事業および史跡カリンバ遺跡整備基本計画に基づく現地

整備に向けた基本設計委託等を進めます。 

 

「文化芸術振興条例の制定」 
回答 教育部 社会教育課 

予算額 － 

文化活動の推進や条例、計画について、文化協会や各団体、文化を語る会、地域創造研究センタ

ー等と連携しながら、調査・研究を進めます。 

 

「通学区域の見直し（隣接区域選択制等）」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額 － 

他市の状況等について調査研究します。 

 

「地区会館等のバリアフリー化の推進」 
回答 教育部 教育施設課 

予算額 － 

バリアフリー特定事業計画に定められている恵み野会館は、一定の対策を講じていますが、特定

事業計画に定められていない会館についても大規模な改修に併せバリアフリー化の推進を進め、今

後も施設の利便性を高める対策を講じて参ります。 
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「通学路の安全点検の実施と整備（点検箇所の拡大と対策強化）」 
回答 教育部 教育支援課 

予算額（令和 6年度） 3,433 千円 

別途予算 青少年指導員賃金 38,820 千円（内スクールガードリーダー含む） 

スクールガードリーダー（青少年指導員）１名を設置し、通学路の安全点検及び危険個所の対

処、新入学児童への防犯ブザーの配布、不審者情報の発信、犯罪ステーション（こどもセーフティ

ーハウス）の設置をします。 

 

「奨学金制度の創設（高等学校等対象）」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額（令和 6年度） 31,080 千円 

高等学校等入学準備金支給事業及び大学奨学金事業を継続して実施します。 

高等学校等を対象とした奨学金制度の創設については、高等学校等入学準備金の拡充を合わせて

検討します。 

 

「経済格差のない教育（学習支援）の充実」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額（令和 6年度） 92,850 千円 

就学援助制度に基づき支援を実施するとともに、就学援助世帯へのオンライン学習の支援を実施

しています。 

 

「ユニバーサルデザイン授業の導入」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額（令和 6年度） 9,950 千円 

ICT 教育環境整備として指導者用デジタル教科書の更新を行うほか、電子黒板や児童生徒用タブレ

ットパソコンを活用するとともに、教育支援連携推進委員会や恵庭市教育研究協議会の特別支援部

会を中心に実践事例の共有を図ります。 

 

「デイジー教科書の導入」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額 － 

学校及び教育支援課と連携しながら、必要とする児童生徒の実態把握に努めます。 

 

「市民会館、地区会館等の利用時間区分の見直し」 
回答 教育部 教育施設課 

予算額 － 

６年度からの市民会館耐震化工事に伴い、部屋の形態等について多少の変更があるため、改修が

終了後、時間区分については変更したいと考えており、今年度は、各団体へのアンケート等を実施

する予定です。 

 

「小中学校の土曜授業、放課後授業の充実」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額 － 

全小中学校で土曜授業を年 2 回以上実施します。 
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「小中学校の部活動の充実」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額（令和 6年度） 3,210 千円 

引き続き部活動指導員による指導を継続するほか、部活動の地域移行についても調査研究を行い

ます。 

 

「オンライン授業の充実」 
回答 教育部 教育総務課 

予算額 － 

国の GIGA スクール構想が示すオンライン環境の整備が完了し、小中学校では必要に応じ、オンラ

インでの授業配信を実施しています。 

今後においても、児童生徒の学びを保障するため、オンライン教育の活用について調査研究を行

います。 

 

「小・中学校の全教室にエアコンの設置」 
回答 教育部 教育施設課 

予算額 － 

エアコンの全教室の早期設置に向け、小学校から順次設置することとして、現在補助先と協議し

ています。 
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５ 行革、財政 

「公共施設マネジメントの推進」 
回答 総務部財務室 管財・契約課 

予算額 － 

「公共施設等総合管理計画実施計画〈第１次プログラム・個別計画（後期５か年）〉」に基づ

き、市民生活に影響の少ない施設の用途廃止のほか、公共施設の更新・統廃合を進めています。 

 

「PPP 及び PFI の推進」 
回答 企画振興部 企画課 

予算額（令和 6年度） 224 千円（行革推進委員会運営費） 

第７次行革推進計画に基づき、生産年齢人口の減少や人口構造の変化に対応できるよう取り組み

ます。 

 

「PPP 及び PFI の推進（窓口業務の一部）」 
回答 生活環境部 市民課 

予算額 － 

市民課窓口業務の一部民間委託については、国が定める標準仕様書や全国の先進事例、近隣市の

実施状況等を注視しながら、情報収集に努めるとともに、本市における効率的な運用方法や委託効

果、費用対効果等について今後も検討を継続していきます。 

 

「PPP 及び PFI の推進（市営住宅管理等）」 
回答 建設部 市営住宅課 

予算額（令和 6年度） 28,446 千円 

市営住宅の維持管理は、「恵庭市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、修繕などの維持管理業務

の一部民間事業者に委託し、迅速かつ的確な業務による入居者サービスの向上及び効率的な維持管

理を実施しているところであり、引き続き効果的・効率的な維持管理や手法の検討に努めてまいり

ます。 

 

「行財政改革の更なる推進」 
回答１ 総務部財務室 財政課 

予算額 － 

財政運営の基本指針に掲げた指標を目標値として、「ふるさと納税」などの歳入確保、財政負担

の平準化、事業の選択と集中などにより、収支バランスをとりながら、各施策を推進するよう努め

ていきます。 

 
回答２ 企画振興部 企画課 

予算額（令和 6年度） 224 千円（行革推進委員会運営費） 

第７次行革推進計画に基づき、生産年齢人口の減少や人口構造の変化に対応できるよう取り組み

ます。 
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「適正な事務事業に見合った職員の適正配置」 
回答 総務部 職員課 

予算額 － 

人事制度基本計画の方針に基づき、重点施策や行政課題の状況に応じ、各部との組織機構ヒアリ

ングを行いながら事務事業の部署間移管や課の統廃合等を行い、効率的な組織機構に見直すととも

に、職員の適正な配置に努めます。 

また、令和５年度から実施された定年年齢引上げに対応した人員配置についても逐次対応してい

きます。 

 

「市税収納の強化、利便性の向上（相談態勢の強化等）」 
回答 総務部財務室 債権管理課 

予算額 － 

Ｒ６より預貯金電子照会業務システムを新規に導入（1245 千円）、市税収納の更なる強化を実施

します。また、クレジットカードや電子マネー等での納付を引続き実施し利便性の向上・相談体制

の強化を継続します。 

 

「市職員の行革に対する意識の向上」 
回答 総務部 職員課 

予算額 － 

先進自治体の状況を把握し、優れた手法を市にフィードバックするため先進地視察制度を実施し

ます。 

また、組織機構ヒアリングでは、民間委託可能な業務等がないか聞き取りを行いながら PPP を推

進しています。 

 

「公共施設等の WI-FI の整備促進」 
回答１ 総務部 情報政策課 

予算額 － 

現在、公衆 Wi-Fi を導入している主な施設として、総合体育館や島松体育館、図書館本館、生涯

学習施設かしわのもりがありますが、今後につきましても、施設の利用形態等を踏まえながら、恵

庭市デジタル化推進実施計画において、公衆 Wi-Fi の整備について検討を進めていきます。 

 
回答２ 教育部 教育施設課 

予算額 － 

市民会館、地区会館において指定管理者と連携し、施設の利用形態を踏まえ、市の他の施設の状

況を確認しながら、公衆Ｗｉ-Ｆｉの整備について検討していきます。 
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６ 環境 

「市民生活に影響の少ない負担軽減となる「ごみ施策」の推進」 
回答 生活環境部 ゼロカーボン推進室 廃棄物管理課 

予算額 － 

ごみ処理恵庭モデル検討会からの提言及び令和５年１２月改定一般廃棄物処理基本計画に基づ

き、ごみ処理施策を推進して参ります。 

 

「再生エネルギー等の推進及び設置等の関わる助成制度等の推進」 
回答 生活環境部 ゼロカーボン推進室 脱炭素推進課 

予算額 － 

再生エネルギー等の設置等に関わる助成については、平成２５年度より補助を実施してきました

が、補助事業が市民への導入促進に一定の役割を果たしたことから、令和３年度で補助事業を終了

することとし、以降は、市全域への普及啓発事業を実施していくこととしました。 

 

「太陽光発電官民連携事業の推進」 
回答 生活環境部 ゼロカーボン推進室 脱炭素推進課 

予算額（令和 6年度） 345 千円 

環境審議会運営費     230 千円 

環境審議会作業部会運営費 115 千円 

太陽光発電官民連携事業については、環境審議会において都度、可能性等を討議します。 

 

「食品ロス削減の推進」 
回答 生活環境部 ゼロカーボン推進室 廃棄物管理課 

予算額（令和 6年度） ・循環型社会推進費-消耗品費-食品ロス削減啓発用ドギーバック作成費 

予算額 356 千円 

・食品ロス削減啓発ポスター作成（上記予算内） 

国・道等の動向も注視しながら、食品ロス削減推進計画に基づき、食品ロスの削減の施策を推進

して参ります。 
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７ 国際交流・共生 

「中国（貴陽市）との友好親善の強化」 
回答 企画振興部 企画課 

予算額 － 

中国貴陽市とは、市民交流を中心に友好親善を深めています。 

大きな交流事業等はないものの、友好親善交流の繋がりを絶やさぬよう連絡調整を図っていきま

す。 

 
「ニュージーランド(ティマル市)との友好促進」 

回答 企画振興部 企画課 

予算額（令和 6年度） 13 千円 

図書交流を継続して実施します。 

 

「国際性豊かなまちの構築（共生できるまちづくり等）」 
回答 企画振興部 企画課 

予算額（令和 6年度） 2,811 千円 

外国人にとっても住みやすいまちとなるよう、多言語通訳システムの導入（第三者通話）や、ホ

ームページでのやさしい日本語変換ツールの導入、国際交流に関する理解を深めるためのイベント

である「多文化共生フェスタ」を開催します。 

 


